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法務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況 

 

（事前評価） 

 

表1  規制を対象として評価を実施した政策（平成30年11月1日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/moj.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律案 

1 一号特定技能外国人支援計画の作成義務 

＜制度新設＞ 

規制の事前評価を踏まえ、「出入国管理及び難民認定法及び

法務省設置法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平

成30年11月提出）。 

2 特定技能所属機関による届出義務 

＜制度新設＞ 

規制の事前評価を踏まえ、「出入国管理及び難民認定法及び

法務省設置法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（平

成30年11月提出）。 

     

表2  一般分野を対象として評価を実施した政策（事業評価方式）（平成30年8月31日公表）  
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/moj.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

社会経済情勢を踏まえた法務に関する調

査研究の計画的実施と提言（詐欺に関す

る研究） 

＜予算要求＞ 

 本評価結果を踏まえ、所要の経費を平成31年度予算案に計上

した。 

(1) 研究期間：平成31年度から平成32年度までの2か年 

(2) 平成31年度予算要求額：8百万円、平成31年度予算案額：

8百万円 

(3) 研究内容：判決段階以降における詐欺事犯者の実態及び

処分状況等を明らかにし、処遇上の課題や今後の再犯防

止策等を探るための基礎的調査とする。 

 
（事後評価） 

 

表3  目標管理型の政策評価を実施した政策（実績評価方式）（平成30年8月31日公表）  

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/moj_h24.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 
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1 

【基本政策Ⅰ政

策2施策（2）】 

法曹養成制度の

充実 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、法曹有資格者を海外に派遣し、海外の

法制度等の調査研究を行うための必要経費等について平成31

年度予算案に計上した。 

（平成31年度予算要求額：11百万円、平成31年度予算案額：

11百万円） 

2 

【基本政策Ⅰ政

策2施策（4）】 

法教育の推進 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ、法教育の更なる普及・充実に向けて、

これまでの施策の効果を分析し、今後の施策に反映するため

の調査研究及び法教育の担い手である教員の指導力向上のた

めの教員向けセミナーを実施することとし、必要経費を平成

31年度予算案に計上する一方で、旅費等については、執行実

績に基づき計画の見直しを行い、経費の削減を図った。 

（平成31年度予算要求額：41百万円、平成31年度予算案額：

29百万円） 

3 

【基本政策Ⅱ政

策4施策（2）】 

検察権行使を支

える事務の適正

な運営 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、引き続き施策を実施していくために必

要な経費を平成31年度予算案に計上する一方、研修計画及び

物品の購入計画等について、廃止又は変更を行うことにより、

経費の削減を図った。 

（平成31年度予算要求額：3,734百万円、平成31年度予算案

額：3,723百万円） 

4 

【基本政策Ⅱ政

策5施策（1）】 

矯正施設の適正

な保安警備及び

処遇体制の整備 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、保安警備体制の整備に係る警備機器等

の更新整備に必要な経費を要求する一方、更新計画の見直し

を行うことにより、保安警備体制の充実強化を図った。 

（平成31年度予算要求額：9,853百万円、平成31年度予算案

額：6,526百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 達成すべき目標に対する施策の効果を適切に検証できるよ

う、測定指標を補完する参考指標に「管区機動警備隊集合訓

練の実施回数」及び「上記訓練の参加者数」を追加した。 

5 

【基本政策Ⅱ政

策5施策（2）】 

矯正施設におけ

る収容環境の維

持及び適正な処

遇の実施 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、職業訓練について、社会の雇用ニーズ

等を踏まえた訓練科目及び訓練人員等の見直しを行い、職業

訓練を充実させるとともに、受刑者就労支援に係る経費の削

減を図った。また、少年施設炊事業務の合理化を行い、被収

容者関連経費の削減を図った。 

（平成31年度予算要求額：44,286百万円、平成31年度予算案

額：43,572百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 達成すべき目標に対する施策の効果を適切に検証できるよ
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う、測定指標を補完する参考指標に「事業主による採用面接

実施人員」及び「就労支援スタッフによる面接等実施人員」

を追加した。 

6 

【基本政策Ⅱ政

策6施策（2）】 

医療観察対象者

の社会復帰 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、引き続き施策を実施していくために必

要な経費を平成31年度予算案に計上する一方、謝金や旅費等

について、執行実績等を踏まえた見直しを行い、経費の削減

を図った。 

（平成31年度予算要求額：287百万円、平成31年度予算案額：

271百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

達成すべき目標に対する施策の効果を適切に検証できるよ

う、測定指標を補完する参考指標を「保護観察所の長の申立

てによる処遇終了決定を受けた者及び期間満了により精神保

健観察を終了した者の1月当たりの平均ケア会議開催回数」に

変更した。 

7 

【基本政策Ⅱ政

策7施策（1）】 

破壊的団体及び

無差別大量殺人

行為を行った団

体の規制に関す

る調査等 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、引き続き団体規制法に基づき、オウム

真理教に対する観察処分を適正かつ厳格に実施するととも

に、教団の活動状況解明のための調査に必要な経費及び地域

住民との協議会の実施に必要な経費を平成31年度予算案に計

上した。また、国内外の情報について、正確・適時・迅速な

収集・分析を行い、ニーズや時宜に応じて、収集・分析した

情報を政府・関係機関に提供するとともに、国民等に対する

危険情報の提供に必要な経費も計上した。一方で、調査用器

材の数量及び旅費執行計画等の見直しを行い、経費の削減を

図った。 

（平成31年度予算要求額：2,587百万円、平成31年度予算案

額：2,123百万円） 

8 

【基本政策Ⅲ政

策9施策（2）】 

国籍・戸籍・供託

事務の適正円滑

な処理 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ、引き続き施策を実施していくために必

要な経費を平成31年度予算案に計上する一方、戸籍副本管理

システム機器等の借料について再リースを行い、その結果を

適切に予算に反映させることにより、経費の縮減を図った。

また、印刷製本費について、執行実績等を踏まえた見直し等

を行い、経費の節減を図った。 

（平成31年度予算要求額：5,473百万円、平成31年度予算案

額：4,890百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 法務局における遺言書の保管等に関する法律（平成30年法

律第73号）の成立を踏まえ、達成すべき目標及び達成手段を

追加した。また、達成すべき目標に対する施策の効果を適切
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に検証できるよう、測定指標に「自筆証書遺言の保管制度に

係る広報活動の実施回数」を追加した。 

9 

【基本政策Ⅳ政

策11施策（1）】 

国の利害に関係

のある争訟の適

正・迅速な処理 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

評価結果を踏まえ、引き続き施策を実施していくために必

要な経費を平成31年度予算案に計上する一方、諸外国におけ

る調査回数の見直しを行い、その結果を適切に予算に反映さ

せることにより、経費の削減を図った。 

（平成31年度予算要求額：1,986百万円、平成31年度予算案

額：1,910百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 達成すべき目標に対する施策の効果を適切に検証できるよ

う、測定指標を補完する参考指標に「審理期間が2年以内であ

ったものの率及び判決数」を追加した。 

10 

【基本政策Ⅴ政

策12施策（1）】 

円滑な出入国審

査及び不法滞在

者等対策の推進 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ、引き続き環境整備等の充実・強化に努

める一方、システム機器について、リース契約の期間満了後

もその契約を延伸することによって借料の削減を図った。 

（平成31年度予算要求額：24,776百万円、平成31年度予算案

額：23,597百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

 目標を明確にするため、達成すべき目標の表記を見直すと

ともに、達成すべき目標に対する施策の効果を適切に検証で

きるよう、測定指標に「違反事件数」を追加した。また、測

定指標を補完する参考指標に「外国人出国者数」及び「日本

人出国者数」を追加した。 

11 

【基本政策Ⅵ政

策13施策（2）】 

法務行政におけ

る国際協力の推

進 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ、引き続き施策を実施していくために必

要な経費を平成31年度予算案に計上する一方、旅費の執行計

画の見直し等を行うことにより経費の縮減を図った。 

（平成31年度予算要求額：334百万円、平成31年度予算案額：

313百万円） 

 

表4  一般分野の政策を対象として実施した政策（事業評価方式）（完了後・終了時）（平成30年8月31日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippanjigyo/moj.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 
政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

社会経済情勢を

踏まえた法務に

関する調査研究

の計画的実施と

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

高齢又は障害を有する犯罪者の実態並びに、これらの者に対する社会復

帰支援対策の現状及び課題を明らかにし、これらの者に対する再犯防止及

び社会復帰支援の在り方を検討するための基礎資料を提供するという目

的を達成した。今後計画する研究についても、同様の結果が得られるよう
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提言（高齢・障害

犯罪者に関する

総合的研究） 

努める。 

2 

社会経済情勢を

踏まえた法務に

関する調査研究

の計画的実施と

提言（窃盗事犯者

に関する研究） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

窃盗事犯の重要類型について、初犯者を中心に、その実態を明らかにし、

犯罪防止策及び処遇の在り方を検討するために有益な基礎資料を提供す

るという目的を達成した。今後計画する研究についても、同様の結果が得

られるよう努める。 

3 

施設の整備（熊谷

拘置支所整備等

事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

施設の老朽を解消するとともに、被収容者の人権に配慮した施設を整備

することにより、適切な収容環境を確保するという目的を達成した。今後

計画する事業についても、同様の結果が得られるよう努める。 

4 

施設の整備（郡山

第2法務総合庁舎

整備等事業） 

所期の成

果を得る

ことがで

きた 

面積不足の解消を図るとともに、業務効率の改善、利用者へのサービス

の向上を図るという目的を達成した。今後計画する事業についても、同様

の結果が得られるよう努める。 
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